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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）



第11回



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
次の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目の中から最も適当と思われるものを選び、記号で解答すること。

１． (株)沖本メディカルは、当期6月1日に取得し所有するトラックについて当期末に除却を行った。このトラッ
　クは来月末までに売却処分を予定しており、見積売却価額は¥45,000,000である。なお、生産高比例法により減価
　償却を行い、直接法により記帳している。当該トラックの取得原価は¥67,500,000、耐用年数は8年、残存価額は
  ゼロ、走行可能距離は750,000km、当期の走行距離は108,750kmである。また、当社は3月31日を決算日とし
ている。
ア．現金　イ．備品　ウ．貯蔵品　エ．減価償却費　オ．車両運搬具　カ．固定資産除却損　キ．減価償却累計額
　
２．かねて米国の取引先より商品15,000ドルを3か月後に決済する条件で輸入していたが、本日、為替変動リスク
  を回避するために、取引銀行との間で決済日を期日とするドルの買い予約(先物為替相場: ＄1＝¥116) を締結し
た。なお、輸入時の直物為替相場は1ドル¥101、本日の直物為替相場は1ドル¥110であり、為替予約に伴う換算
差額はすべて当期の損益とする振当処理を行う。
ア. 当座預金　イ．売上　ウ.売掛金　エ.仕入　オ．買掛金　カ．為替差損益　キ．借入金　ク．損益
 
３．×７年10月17日に所有する社債(額面総額：¥27,000,000、発行日：×３年４月１日、利率：年7.3%、利払日
９月末と3月末の年2回、償還期間：５年)を額面@¥100につき@¥99.5の裸相場で売却した。代金は端数利息を
含めて所定の営業日内に普通預金口座に振り込まれることになっている。なお、この社債は、短期売買の目的で×
７年９月10日に額面@¥100につき@¥99.3で購入したものである。また、端数利息は前利払日の翌日から売却日
当日までの期間とし、１年を365日として日割り計算する。
ア．当座預金　イ．有価証券利息　ウ．未収入金　エ．支払利息　オ．売買目的有価証券　カ．有価証券売却益
キ．その他有価証券　ク.投資有価証券売却損
　　　
４．新株式1,000株 (1株の払込金額は¥28,000) を発行して増資を行うことになり、払い込まれた800株分の払込
　金を別段預金に預け入れていたが、本日、株式の払込期日となったため、払込金を資本金に充当し、別段預金を当
　座預金に預け替えた。なお、資本金には会社法が規定する最低額を組み入れることとする。
 ア．現金　イ．当座預金　ウ．別段預金　エ．資本金　オ．株式申込証拠金　カ．資本準備金　キ．利益準備金

５．鈴木株式会社(決算日は3月末、年１回)は、×８年１月31日に備品を除却し、処分時まで一時倉庫に保管する
こととした。この備品は、×５年４月１日に取得したものであり、当期首(×７年４月１日) における帳簿価額は
 ¥573,750であり、除却時の処分可能価額は¥93,750と見積もられた。当該資産は200%定率法(耐用年数５年)に
 より償却され、直接法で記帳されている。なお、当期分の減価償却費の計上も併せて行うこと。
ア．当座預金 イ．固定資産売却益 ウ．貯蔵品 エ．減価償却費 オ．備品 カ．固定資産除却損
キ．減価償却累計額




【第2問】問題用紙（20点）
次の [資料] にもとづいて、×２年度（会計期間×２年４月１日~×３年３月31日） の連結精算表（連結貸借対
照表と連結損益計算書の部分）を作成しなさい。

[資料]
１．P社は×１年３月31日にS社の発行済株式総数の80%を360,000千円で取得して支配を獲得し、S社を連結子
会として連結財務諸表を作成している。×１年３月31日のS社の純資産は次のとおりであった。
資　本　金　180,000千円
資本剰余金　 36,000千円
利益剰余金　 54,000千円
S社は×１年度に配当は行っておらず、×２年度に3,600千円の配当を行っている。
のれんは発生年度の翌年より20年にわたり定額法で償却を行っている。

２．P社およびS社の債権債務残高および取引高は次のとおりであった。（貸倒引当金は考えないこととする）
P社からS社               　   S社からP社
買掛金    324,000千円       　　 売掛金       324,000千円
貸付金    108,000千円            借入金       108,000千円
未収入金     32,400千円　　　      未払金        32,400千円
未収収益　    1,620千円　　　      未払費用         1,620千円
仕入高  1,548,000千円　　        売上高      1,548,000千円
受取利息      2,700千円　　　      支払利息         2,700千円

3. 当期末にP社が保有する商品のうち、S社から仕入れた商品は36,000千円であった。S社がP社に対して販売
 る商品の売上総利益率は30%であった。なお、P社の期首の商品残高にはS社から仕入れた商品は含まれていなか
 った。
４．S社が保有している土地は、当年度中にP社から64,800千円 (P社の帳簿価額54,000千円)で購入したもので
ある。
















【第3問】問題用紙〈20点〉
　次に示した斎藤釣具株式会社の【資料1] 決算整理前残高試算表、[資料Ⅱ]決算整理事項等にもとづいて、貸借対照表を作成しなさい。なお、会計期間は×７年4月1日から×８年3月31日 までの1年間であり、税効果会計は適用しないものとする。
[資料Ⅰ] 決算整理前残高試算表　　　　　　　　　　　[資料Ⅱ] 決算整理事項等
　　　　　　残　高　試　算　表
×８年3月31日　（単位：円）
借　方
勘　定　科　目
貸　方
3,196,500
現金
　
4,054,500
当座預金
　
1,440,000
電子記録債権

750,000
不渡手形

2,310,000
売掛金
　
2,025,000
売買目的有価証券

720,000
繰越商品
　
750,000
仮払法人税等
　
9,000,000
建物

2,400,000
備品
　
6,000,000
リース資産

60,000
ソフトウェア


電子記録債務
1,470,000

買掛金
2,010,000

退職給付引当金
1,950,000
　
リース債務
4,800,000
　
貸倒引当金
30,000

建物減価償却累計額
2,430,000

備品減価償却累計額
600,000

資本金
12,000,000

利益準備金
1,500,000

繰越利益剰余金
841,500

売上
30,000,000

受取配当金
22,500
16,650,000
仕入

4,398,000
給料

2,340,000
広告宣伝費

1,560,000
通信費

57,654,000
　
57,654,000
 

[bookmark: _Hlk218466128]1. 現金について実査をしたところ、¥7,500の不足額が判明した。不 
 足の原因は不明である。
2. 当座預金に関して次の事実が判明した。
⑴売掛金¥150,000が当座預金口座に振り込まれていたが未記帳
　であった。
⑵買掛金¥210,000の支払いのために振り出した小切手が未呈示
　であった。
3. 商品の期末棚卸高は次のとおりである。商品評価損は売上原価の　
　内訳科目として処理する。
　帳簿棚卸高:数量160個、帳簿価額(原価) @¥5,625
　実地棚卸高:数量152個、正味売却価額(時価)@¥5,250
4. 電子記録債権および売掛金の期末残高に対して２%、不渡手形の　
　期末残高に対して50%の貸倒れを見積もる。貸倒引当金は差額補
　充法によって設定する。
5. 有形固定資産の減価償却は次の要領で行う。なお、リース資産は
　当期首にリース期間5年、リース料年額¥1,200,000(毎年3月末
　払い)の条件でファイナンス・リース契約(利子込み法)を締結した
　ものであり、当期分のリース料支払いに関しては適切に処理が行
　われている。
建物：耐用年数30年、残存価額10%（定額法）。
備品：耐用年数8年、残存価額０％（200%定率法）。
リース資産：耐用年数5年、残存価額０％（定額法）。
6. リース債務を流動負債または固定負債に振り分けて貸借対照表
　に表示する。
7. 売買目的有価証券はすべて当期に取得したものであり、期末時点
　の時価は¥2,100,000である。
8. ソフトウェアは前期の期首に取得したもので、償却期間5年で毎
　期均等償却している。
9. 買掛金のうち ¥642,000 (6,000ドル)は、米国の仕入先から商
　品を仕入れた際に計上したドル建てのものである。仕入時の為替
　相場は1ドル¥107、決算日の為替相場は1ドル¥110であった。
10. 退職給付引当金の当期繰入額として¥97,500を計上する。
11. 課税所得は税引前当期純利益と同額とみなし、法人税、住民税
　及び事業税を計上する。法定実効税率は 40%である。



【第４問】（問題用紙）（28点）
下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるものを
選び、答案用紙の（　　）の中に記号で解答すること。仕訳の金額はすべて円単位とする。
⑴（12点）
１．当月の賃金の消費額を計上する。直接工の作業時間報告書によれば、直接作業時間は320時間、間接作業時間は20時間、手待時間は1時間であった。当工場において適用される直接工の予定賃率は1時間あたり7,500円であ る。また、間接工については、月初賃金未払高300,000円、当月賃金支払高1,050,000円、月末賃金未払高240,000円であった。
ア．材料　イ．賃金　ウ．仕掛品　エ．材料副費　オ．経費　カ．買掛金　キ．製造間接費　ク．賃率差異

２．予定賃率にもとづく消費賃金と実際消費賃金との差異を賃率差異勘定へ振り替える。なお、直接工については、 月初賃金未払高150,000円、当月賃金支払高2,730,000円、月末賃金未払高120,000円であった。
ア．材料　イ．賃金　ウ．仕掛品　エ．材料副費　オ．経費　カ．買掛金　キ．製造間接費　ク．賃率差異

３．直接作業時間を配賦基準として、当月の製造間接費を各製造指図書に予定配賦する。なお、当工場の年間の製造 間接費予算は24,300,000円、予定総直接作業時間は3,600時間である。
ア．材料　イ．賃金　ウ．仕掛品　エ．材料副費　オ．経費　カ．買掛金　キ．製造間接費　ク．賃率差異

(2) 金崎食品は製品「洛中」を連続生産し、単純総合原価計算を採用している。次の資料にもとづいて、答案用紙に示した 月次製造原価報告書および月次損益計算書を完成させなさい。なお、原価投入額を完成品原価と月末仕掛品原価に配分する方法には先入先出法を用いている。

[生産データ]                               [原価データ]
　月初仕掛品　　　  500 個（30％）         月初仕掛原価   
　  当月投入　   　5,700個                   甲材料費　  　 2,012,500   
      合　計         6,200個                   乙材料費　　　     　　0
    減　損　　　  　350個                   加工費　　  　1,088,000 
　  月末仕掛品 　　  　400   (60%)　　　　　　　小　　計　　　　3,100,500
　  完  成  品　　 　5,450個　　　　　　   　当月製造費用
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲材料費　 　22,800,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙材料費 　 　7,750,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加工費　   39,757,500
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 小   計　  　 70,307,500
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合   計　  　 73,408,000
（注１）材料はすべて直接材料であり、甲材料は工程の始点ですべて投入され、乙材料は工程の50%ですべて投入
　　　　される。
（注２）減損はすべて工程の終点で発生した正常減損であり、すべて完成品に負担させる(度外視法)
（注３）生産データの(   )内の数値は仕掛品の加工進捗度を示している。　




【第5問】問題用紙（12 点）
小坂産業は全国にわらび餅店のフランチャイズを展開しており、現在、松江店の７月の実績データをもとに、８月の利益計画を作成している。7月の売上高は60,000,000円であり、変動費と固定費は次の[資料]のとおりであった。８月の利益計画は、変動費率と固定費額について７月と同じ条件で作成する。下記の問に答えなさい。

[資料] ７月の実績データ

変　動　費　　　　　　　　　　　　　　　　固  定  費
　材料費　　　18,000,000　　　　　　　　人　件　費     10,800,000
水道光熱費　　　 6,000,000　　　　　　　　支払家賃      4,500,000
人　件　費　　　 7,200,000　　　　　　　　そ　の　他      2,640,000
そ　の　他　　　 1,200,000

問1 上記[資料]にもとづいて、答案用紙の直接原価計算による損益計算書を完成しなさい。
問2  ⑴変動費率および⑵貢献利益率を計算しなさい。
問3 損益分岐点売上高を計算しなさい。
問4 目標営業利益10,350,000円を達成するために必要な売上高を計算しなさい。
問5 目標営業利益率20%を達成するために必要な売上高を計算しなさい。
